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Ⅵ-2-5-2 原子炉冷却材の循環設備の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-5-2-1 主蒸気系の耐震性についての計算書 
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1. 概要  

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計 

方針に基づき，アキュムレータが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明

するものである。 

アキュムレータは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備におい 

ては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基準対

象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

対象機器は下記の二種あるが，共通の項目については単にアキュムレータと呼ぶ。 

・主蒸気逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

・主蒸気逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータ 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

アキュムレータの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

アキュムレータは，

胴を 2本のＵ－バン

ドで支持する。Ｕ－

バンドは支柱へボル

トにより取付ける。 

 

上面及び下面に

平板を有する縦

置円筒形 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主蒸気逃がし安全弁 

 逃がし弁機能用アキュムレータ】 

【主蒸気逃がし安全弁 

 自動減圧機能用アキュムレータ】 

（単位:mm） 
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2.2 評価方針 

アキュムレータの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重 

の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示すアキュムレータの部位を踏まえ

「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」にて算出した固有周期に基づく

設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法に

て確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

アキュムレータの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 アキュムレータの耐震評価フロー 

 

 

 

  

地震時における応力 

設計用地震力 

理論式による固有周期 

アキュムレータの 

構造強度評価 

計算モデルの設定 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（(社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明  

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｈｉ 支柱の断面積＊ mm2 

Ａｒ１ｉ リブ断面 1部の断面積＊ mm2 

Ａｒ２ｉ リブ断面 2部の断面積＊ mm2 

Ａｕｉ Ｕ－バンドの断面積＊ mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄ ボルトの呼び径 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆ１ｉ アキュムレータ上側Ｕ－バンド支持点における集中荷重 

（アキュムレータ 2台の荷重）＊ 

N 

Ｆ２ｉ アキュムレータ下側Ｕ－バンド支持点における集中荷重 

（アキュムレータ 2台の荷重）＊ 

N 

Ｆｂ１ｉ 水平Ｘ軸方向の地震荷重によりボルトに作用する引張力（1本当た

り）＊ 

N 

Ｆｂ２ｉ 鉛直方向の地震荷重によりボルトに作用する引張力（1本当た 

り）＊ 

N 

Ｆｂ３ｉ 水平Ｚ軸方向の地震荷重によりボルトに作用する引張力（1本当た

り）＊ 

N 

Ｆｓ１ｉ 水平方向と鉛直方向の地震荷重によりボルトに作用する合成せん

断力（1本当たり）＊ 

N 

Ｆｓ２ｉ 水平Ｘ軸方向の地震荷重によりボルトに作用するせん断力（1本当

たり）＊ 

N 

Ｆｓ３ｉ 鉛直方向の地震荷重によりボルトに作用するせん断力（1 本当た

り）＊ 

N 

Ｆｓ４ｉ 支柱に作用するせん断力＊ N 

Ｆｓ５ｉ 水平Ｘ軸方向の地震荷重によりＵ－バンド及びリブに作用するせ

ん断力（1本当たり）＊ 

N 

Ｆｓ６ｉ 水平Ｚ軸方向の地震荷重によりＵ－バンド及びリブに作用するせ

ん断力（1本当たり）＊ 

N 

Ｆｓ７ｉ 鉛直方向の地震荷重によりＵ－バンド及びリブに作用するせん断

力（1本当たり）＊ 

N 

 

 

＊ 
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記号 記号の説明 単位 

ƒｂ１ｉ Ｕ－バンド及びリブの許容曲げ応力＊ MPa 

ƒｂ２ｉ 支柱の許容曲げ応力＊ MPa 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊ MPa 

ƒｓ１ｉ Ｕ－バンド及びリブの許容せん断応力＊ MPa 

ƒｓ２ｉ 支柱の許容せん断応力＊ MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊ MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊ MPa 

ƒｔ１ｉ Ｕ－バンド及びリブの許容組合せ応力＊ MPa 

ƒｔ２ｉ 支柱の許容組合せ応力＊ MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 支柱の長さ＊ mm 

Ｉｉ 支柱の断面二次モーメント＊ mm4 

ＫＨｉ 水平方向のばね定数＊ N/mm 

ＫＶｉ 鉛直方向のばね定数＊ N/mm 

ℓＡｉ Ｕ－バンドの水平方向のボルト間距離＊ mm 

ℓＢｉ Ｕ－バンドの鉛直方向のボルト間距離＊ mm 

ℓａｉ 支柱下端からアキュムレータの荷重点Ｆ２ｉまでの距離＊ mm 

ℓｂｉ アキュムレータの荷重点Ｆ１ｉからＦ２ｉまでの距離＊ mm 

ℓｃｉ 支柱上端からアキュムレータの荷重点Ｆ１ｉまでの距離＊ mm 

ℓ１ｉ アキュムレータ中心からボルト固定点までの水平Ｚ軸方向の距 

離＊ 

mm 

ℓ２ｉ Ｕ－バンド内側からボルト固定点までの水平Ｘ軸方向の距離＊ mm 

Ｍ１ｉ 支柱の等分布荷重による曲げモーメント＊ N･mm 

Ｍ２ｉ 固定端から長さ（ℓａｉ＋ℓｂｉ）離れた場所に作用する集中荷重に

よる曲げモーメント＊ 

N･mm 

Ｍ３ｉ 固定端から長さℓａｉ離れた場所に作用する集中荷重による曲げモ

ーメント＊ 

N･mm 

Ｍ４ｉ 支柱の固定端部に作用する曲げモーメント 

（Ｍ１ｉ＋Ｍ２ｉ＋Ｍ３ｉ）＊
 

N･mm 

Ｍｕｘｉ 水平Ｘ軸方向の地震荷重によりＵ－バンド及びリブに作用する曲

げモーメント（１本当たり）＊ 

N･mm 

Ｍｕｖｉ 鉛直方向の地震荷重によりＵ－バンド及びリブに作用する曲げモ

ーメント（１本当たり）＊ 

N･mm 

Ｍｕｚｉ 水平Ｚ軸方向の地震荷重によりＵ－バンド及びリブに作用する曲

げモーメント（１本当たり）＊ 

N･mm 

ｍｉ アキュムレータ，支柱等の全質量＊ kg 
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記号 記号の説明 単位 

ｍｓｉ アキュムレータ及び付属品の質量＊ kg 

Ｎｂ Ｕ－バンド１本当たりのボルトの本数 ― 

Ｎｕ Ｕ－バンドの本数 ― 

ｎ１ Ｎｂ／２（Ｕ－バンドボルト間寸法ℓＡｉの片側のボルトの本数）（１

本当たり） 

― 

ｎ２ Ｎｂ／２（Ｕ－バンドボルト間寸法ℓＢｉの上側又は下側のボルトの

本数）（１本当たり） 

― 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 40℃

における値 

MPa 

ＴＨｉ 水平方向の固有周期＊ s 

ＴＶｉ 鉛直方向の固有周期＊ s 

ｗｉ 支柱の単位長さ当たりの質量＊ kg/mm 

Ｚｓｘｉ 支柱の水平Ｘ軸方向に対する断面係数＊ mm3 

Ｚｓｚｉ 支柱の水平Ｚ軸方向に対する断面係数＊ mm3 

Ｚｕｘｉ Ｕ－バンド及びリブの断面１の水平Ｘ軸方向に対する断面係数＊ mm3 

Ｚｕｚｉ Ｕ－バンド及びリブの断面２の水平Ｚ軸方向に対する断面係数＊ mm3 

Ｚｕｖｉ Ｕ－バンド及びリブの断面１の鉛直方向に対する断面係数＊ mm3 

δ１ｉ 支柱における等分布荷重によるたわみ＊ mm 

δ２ｉ アキュムレータ上側Ｕ―バンド支持点における集中荷重による支

柱のたわみ＊ 

mm 

δ３ｉ アキュムレータ下側Ｕ―バンド支持点における集中荷重による支

柱のたわみ＊ 

mm 

δ４ｉ 支柱の全たわみ（δ１ｉ＋δ２ｉ＋δ３ｉ）＊ mm 

σｂｉ 水平方向及び鉛直方向の地震荷重によりボルトに作用する最大の

合成引張応力＊ 

MPa 

σｂ１ｉ Ｕ―バンド及びリブに発生する最大組合せ応力＊ MPa 

σｂ２ｉ 支柱の組合せ応力＊ MPa 

σｓａｉ 水平Ｘ軸方向の地震荷重によりＵ―バンド及びリブに作用する曲

げ応力と鉛直方向の地震荷重によりＵ―バンド及びリブに作用す

る曲げ応力の合成値と水平Ｚ軸方向の地震荷重によりＵ―バンド

及びリブに作用する曲げ応力のうち最大値＊ 

MPa 

σｓｂｉ Ｕ－バンド及びリブの断面１に発生する組合せ応力＊ MPa 

σｓｃｉ Ｕ－バンド及びリブの断面２に発生する組合せ応力＊ MPa 

σｓｄｉ 水平Ｘ軸方向及び鉛直方向の地震荷重によりボルトに作用する合

成引張応力＊ 

MPa 
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記号 記号の説明 単位 

σｓｅｉ 水平Ｚ軸方向及び鉛直方向の地震荷重によりボルトに作用する合

成引張応力＊ 

MPa 

σｓｆｉ 支柱の最大水平曲げ応力＊ MPa 

σｓ１ｉ 水平Ｘ軸方向の地震荷重によりＵ―バンド及びリブに作用する曲

げ応力＊ 

MPa 

σｓ２ｉ 水平Ｚ軸方向の地震荷重によりＵ―バンド及びリブに作用する曲

げ応力＊ 

MPa 

σｓ３ｉ 鉛直方向の地震荷重によりＵ―バンド及びリブに作用する曲げ応

力＊ 

MPa 

σｓ４ｉ 水平Ｘ軸方向の地震荷重によりボルトに作用する引張応力＊ MPa 

σｓ５ｉ 水平Ｚ軸方向の地震荷重によりボルトに作用する引張応力＊ MPa 

σｓ６ｉ 鉛直方向の地震荷重によりボルトに作用する引張応力＊ MPa 

σｓ７ｉ 支柱の水平Ｘ軸方向の曲げ応力＊ MPa 

σｓ８ｉ 支柱の水平Ｚ軸方向の曲げ応力＊ MPa 

τｂｉ 水平方向と鉛直方向の地震荷重によりボルトに作用するせん断応

力＊ 

MPa 

τｓｉ 水平Ｘ軸方向の地震荷重によりＵ―バンド及びリブに作用するせ

ん断応力と鉛直方向の地震荷重によりＵ―バンド及びリブに作用

するせん断応力の合成値と水平Ｚ軸方向の地震荷重によりＵ―バ

ンド及びリブに作用するせん断応力のうち最大値＊ 

MPa 

τｓ１ｉ 水平Ｘ軸方向の地震荷重によりＵ―バンド及びリブに作用するせ

ん断応力＊ 

MPa 

τｓ２ｉ 水平Ｚ軸方向の地震荷重によりＵ―バンド及びリブに作用するせ

ん断応力＊ 

MPa 

τｓ３ｉ 鉛直方向の地震荷重によりＵ―バンド及びリブに作用するせん断

応力＊ 

MPa 

τｓ４ｉ 水平Ｘ軸方向の地震荷重によりボルト１本に作用するせん断応 

力＊ 

MPa 

τｓ５ｉ 鉛直方向の地震荷重によりボルト１本に作用するせん断応力＊ MPa 

τｓ６ｉ 支柱に生じるせん断応力＊ MPa 

注記＊：Ａｈｉ，Ａｒ１ｉ，Ａｒ２ｉ，Ａｕｉ，Ｆ１ｉ，Ｆ２ｉ，Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ，Ｆｂ３ｉ，Ｆｓ１ｉ， 

Ｆｓ２ｉ，Ｆｓ３ｉ，Ｆｓ４ｉ，Ｆｓ５ｉ，Ｆｓ６ｉ，Ｆｓ７ｉ，ƒｂ１ｉ，ƒｂ２ｉ，ƒｓｂｉ， 

ƒｓ１ｉ，ƒｓ２ｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，ƒｔ１ｉ，ƒｔ２ｉ，ｈｉ，Ｉｉ，ＫＨｉ，ＫＶｉ，Ａｉ， 

ℓＢｉ，ａｉ，ｂｉ，ｃｉ，１ｉ，２ｉ，Ｍ１ｉ，Ｍ２ｉ，Ｍ３ｉ，Ｍ４ｉ，Ｍｕｘｉ， 

Ｍｕｖｉ，Ｍｕｚｉ，ｍｉ，ｍｓｉ，ＴＨｉ，ＴＶｉ，ｗｉ，Ｚｓｘｉ，Ｚｓｚｉ，Ｚｕｘｉ， 

Ｚｕｚｉ，Ｚｕｖｉ，δ１ｉ，δ２ｉ，δ３ｉ，δ４ｉ，σｂｉ，σｂ１ｉ，σｂ２ｉ，σｓａｉ，

σｓｂｉ，σｓｃｉ，σｓｄｉ，σｓｅｉ，σｓｆｉ，σｓ１ｉ，σｓ２ｉ，σｓ３ｉ， 
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σｓ４ｉ，σｓ５ｉ，σｓ６ｉ，σｓ７ｉ，σｓ８ｉ，τｂｉ，τｓｉ，τｓ１ｉ，τｓ２ｉ， 

τｓ３ｉ，τｓ４ｉ，τｓ５ｉ，τｓ６ｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：主蒸気逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

ｉ＝2：主蒸気逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータ 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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3. 評価部位 

アキュムレータの耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳 

しくなるＵ―バンド及びリブ，ボルト及び支柱について評価を実施する。アキュムレータの耐震

評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 
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4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

アキュムレータの固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル 

モデル化に当たっては次の条件で行う。 

a. アキュムレータは胴を２本のＵ―バンドで支持されていることから，アキュムレー 

タ及び付属品の質量を２等分し，２個所（Ｕ―バンド支持部)に集中荷重として作用す

る。 

b. 支柱（Ｈ形鋼及び角形鋼）の質量は全長にわたり等分布荷重として作用するものとす 

る。  

c. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

d. アキュムレータの支柱に対する集中荷重状態及び支柱に生じるたわみを図 4－1に示 

す。 

e. アキュムレータは，図 4－2に示す一端固定の梁モデルとして考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 4－1 アキュムレータの集中荷重状態     図 4－2 固有周期の計算モデル 

 

 

  

δ２ｉ 

Ｆ１ｉ 

δ３ｉ 

Ｆ２ｉ 

支柱 等分布荷重 

ℓｃ
ｉ
 

Ｆ１ｉ 

ℓｂ
ｉ
 

 

δ１ｉ 

ｈ
ｉ
 

ℓａ
ｉ
 Ｆ２ｉ 
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(2) 水平方向固有周期 

アキュムレータ及び支柱の振動はアキュムレータを支持する剛性Ｅ・Ｉｉの柱の振動と 

考え，支柱のたわみを算出し固有周期を求める。 

支柱の等分布荷重によるたわみδ１ｉ（図 4－2参照）は次式で求める。 

δ
1i
＝

ｗi・g・ｈi
4

8・Ｅ・Ｉi
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （4.1.1） 

アキュムレータ上側Ｕ―バンド支持点における集中荷重Ｆ１ｉによるたわみδ２ｉは次式 

で求める。 

δ
2i
＝

Ｆ
1i・（ℓ

ａi
＋ℓ

ｂi
）

3

3・Ｅ・Ｉi
・（1＋

3・ℓ
ｃi

2・（ℓ
ａi

＋ℓ
ｂi

）
） ・・・・・・・・・・ （4.1.2） 

アキュムレータ下側Ｕ―バンド支持点における集中荷重Ｆ２ｉによるたわみδ３ｉは次式 

で求める。 

δ
3i
＝

Ｆ
2i・ℓ

ａi

3

3・Ｅ・Ｉi
・（1＋

3・（ℓ
ｂi

＋ℓ
ｃi

）

2・ℓ
ａi

） ・・・・・・・・・・・・・・ （4.1.3） 

したがって，支柱の全たわみδ４ｉは次式で求める。 

δ
4i
＝δ

1i
＋δ

2i
＋δ

3i
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （4.1.4） 

 

水平方向の固有周期は次式で求める。 

Ｔ
Hi
＝2・π・

ｍi・g

g・103・ＫHi
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （4.1.5） 

ここで，水平方向のばね定数は次式により求める。 

Ｋ
Hi
＝

ｍi・g

δ
4i

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （4.1.6） 

水平方向の固有周期の算出は，（4.1.5）式に（4.1.6）式を代入して求める。 

Ｔ
Hi
＝2・π・

δ
4i

g・103
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （4.1.7） 
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(3) 鉛直方向固有周期 

鉛直方向の固有周期は次式で求める。 

Ｔ
Vi
＝2・π・

Ｆ
1i
＋Ｆ

2i
+ｗ

i
・ｈ

i
・g

g・103・Ｋ
Vi

 ・・・・・・・・・・・・・・・・  （4.1.8） 

ここで，鉛直方向のばね定数は次式により求める。 

Ｋ
Vi
＝

1

Ｆ1i・（ℓ
ａi

＋ℓ
ｂi

）＋Ｆ2i・ℓ
ａi

	+		
1
2	・ｗ

i
・ｈi

2
・g

Ｆ1i＋Ｆ2i+ｗi・ｈi・g
	/	 Ｅ・Ａ

ｈi

 ・・・・・・・・  （4.1.9） 

鉛直方向の固有周期の算出は，（4.1.8）式に（4.1.9）式を代入して求める。 

Ｔ
Vi
＝2・π・

Ｆ
1i
・（ℓ

ａi
＋ℓ

ｂi
）＋Ｆ

2i
・ℓ

ａi
	+		1

2
	・ｗ

i
・ｈ

i

2
・g

g・10
3
・Ｅ・Ａ

ｈi

 ・・・・・・・  （4.1.10） 
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4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【主蒸気逃がし安全弁逃がし弁機能用アキ 

ュムレータの耐震性についての計算結果】及び【主蒸気逃がし安全弁自動減圧機能用アキュム

レータの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－1に示す。計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であ 

ることを確認した。 

 

表 4－1 固有周期          (単位：s)

 
主蒸気逃がし安全弁逃がし弁

機能用アキュムレータ 

主蒸気逃がし安全弁自動減圧

機能用アキュムレータ 

水平   

鉛直   
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1 項 a.～e.のほか，次の条件で計算する。 

地震力はアキュムレータに対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

アキュムレータの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用い 

るものを表 5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－2に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

アキュムレータの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－3のとお 

りとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

アキュムレータの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いる 

ものを表 5－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－5に示す。
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉冷却材

の循環設備 

・主蒸気逃がし安全弁逃がし 

弁機能用アキュムレータ 

・主蒸気逃がし安全弁自動減圧 

機能用アキュムレータ 

Ｓ クラス 3容器＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス 3容器の支持構造物を含む。 

  

＊ 
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表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉冷却材

の循環設備 

主蒸気逃がし安全弁 

逃がし弁機能用アキュムレータ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス 2容器＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

計測制御 

系統施設 

制御用 

空気設備 

主蒸気逃がし安全弁 

逃がし弁機能用アキュムレータ 
常設耐震／防止 

重大事故等 

クラス 2容器＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉冷却材 

の循環設備 

主蒸気逃がし安全弁 

自動減圧機能用アキュムレータ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス 2容器＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

計測制御 

系統施設 

制御用 

空気設備 

主蒸気逃がし安全弁 

自動減圧機能用アキュムレータ 
常設耐震／防止 

重大事故等 

クラス 2容器＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス 2容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。  
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表 5－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

せん断 曲げ 組合せ 引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆb 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｓ 1.5・ｆb 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ（ＲＴ） 

（MPa） 

Ｕ―バンド 

及びリブ 
SUS304 周囲環境温度 171 150 413 205 

ボルト 
SNB7 

（径≦63mm） 
周囲環境温度 171 641 759 ― 

Ｈ形鋼 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 171 201 373 ― 

角形鋼 STKR400 周囲環境温度 171 176 373 ― 

 

 

表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ（ＲＴ） 

（MPa） 

Ｕ―バンド 

及びリブ 
SUS304 周囲環境温度 171 150 413 205 

ボルト 
SNB7 

（径≦63mm） 
周囲環境温度 171 641 759 ― 

Ｈ形鋼 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 171 201 373 ― 

角形鋼 STKR400 周囲環境温度 171 176 373 ― 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－6及び表 5－7に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7 

「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s)＊2 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

 

 

 

  

    
  

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：上段は主蒸気逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの値を示す。 

下段は主蒸気逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの値を示す。 

 

 

表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s)＊2 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

 

 

 

  

― ―   
  

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：上段は主蒸気逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの値を示す。 

下段は主蒸気逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの値を示す。 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 Ｕ―バンド及びリブの計算方法 

Ｕ―バンド及びリブの応力は，地震荷重による曲げ応力とせん断応力について計算 

する。この曲げ応力とせん断応力の断面１及び断面２について組合せ応力を計算し， 

最大組合せ応力を求める。 

計算モデル及び評価部位を図 5－1，図 5－2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 5－2 評価部位 

図 5－1 計算モデル 
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(1) 曲げ応力 

Ｕ―バンド及びリブに対する曲げ応力の条件として，図5－1及び図5－2で示す水平 

Ｘ軸方向及び水平Ｚ軸方向，鉛直方向の地震荷重による曲げモーメントがＵ―バンド 

及びリブの断面１又は断面２に作用するものとして計算する。 

      

水平Ｘ軸方向の地震荷重によりＵ―バンド及びリブ1本当たりの断面１に作用する曲

げモーメントは，次式により求める。 

 
Ｍ

ｕｘi
＝

ｍ
ｓi

・g

Ｎ
ｕ

・ℓ
1i
・Ｃ

Ｈ ･････････････････････････････ （5.4.1.1.1） 

 

上記の曲げモーメントにより生じるＵ―バンド及びリブの断面１の水平Ｘ軸方向の

曲げ応力は，次式により求める。 

σ
ｓ1i

＝
Ｍ

ｕｘi

Ｚ
ｕｘi

 ････････････････････････････････････････････ （5.4.1.1.2） 

 

水平Ｚ軸方向の地震荷重によりＵ―バンド及びリブ1本当たりの断面２に作用する曲

げモーメントは，次式により求める。 

Ｍ
ｕｚi

＝
ｍ

ｓi
・g

2・Ｎ
ｕ

・ℓ
2i
・Ｃ

Ｈ ･･･････････････････････････････ （5.4.1.1.3） 

 

上記の曲げモーメントにより生じるＵ―バンド及びリブの断面２の水平Ｚ軸方向の

曲げ応力は，次式により求める。 

σ
ｓ2i

＝
Ｍ

ｕｚi

Ｚ
ｕｚi

 ････････････････････････････････････････････ （5.4.1.1.4） 

 

鉛直方向の地震荷重によりＵ―バンド及びリブ1本当たりの断面１に作用する曲げモ

ーメントは，次式により求める。 

Ｍ
ｕｖi

＝
ｍ

ｓi
・g

2・Ｎ
ｕ

・（１＋Ｃ
Ｖ
）・ℓ

1i ･････････････････････････ （5.4.1.1.5） 

 

上記の曲げモーメントにより生じるＵ―バンド及びリブの断面１の鉛直方向の曲げ

応力は，次式により求める。 

σ
ｓ3i

＝
Ｍ

ｕｖi

Ｚ
ｕｖi

 ････････････････････････････････････････････ （5.4.1.1.6） 

 

以上より，Ｕ―バンド及びリブの曲げ応力のうち最大値σｓａiは，次式により求める。 

σ
ｓａi

＝max｛断面１の応力(σ
ｓ1i

+σ
ｓ3i

)，断面２の応力(σ
ｓ2i

)｝･････････････ 

･･･････････････ （5.4.1.1.7） 
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(2) せん断応力 

Ｕ―バンド及びリブに対するせん断応力の条件として，図5－1及び図5－2で示す水 

平Ｘ軸方向及び水平Ｚ軸方向，鉛直方向の地震荷重によるせん断力がＵ―バンド及び 

リブの断面１又は断面２に作用するものとして計算する。 

Ｕ―バンド及びリブの評価部位の断面積を図5－3に示す。 

 

図 5－3 Ｕ―バンド及びリブの評価部位の断面積 

 

水平Ｘ軸方向の地震荷重によりＵ―バンド及びリブ1本当たりの断面１に作用するせ

ん断力は，次式により求める。 

Ｆ
ｓ5i

＝
ｍ

ｓi
・g

Ｎ
ｕ

・Ｃ
Ｈ ････････････････････････････････････ （5.4.1.1.8） 

 

上記のせん断力により生じるＵ―バンド及びリブの断面１の水平Ｘ軸方向のせん断

応力は，次式により求める。 

τ
ｓ1i

＝
Ｆ

ｓ5i

(Ａ
ｒ１i

Ａ
ｕi
 ･･････････････････････････････････････ （5.4.1.1.9） 

 

水平Ｚ軸方向の地震荷重によりＵ―バンド及びリブ1本当たりの断面２に作用するせ

ん断力は，次式により求める。 

Ｆ
ｓ6i

＝
ｍ

ｓi
・g

2・Ｎ
ｕ

・Ｃ
Ｈ ････････････････････････････････････ （5.4.1.1.10） 

 

上記のせん断力により生じるＵ―バンド及びリブの断面２の水平Ｚ軸方向のせん断

応力は，次式により求める。 

τ
ｓ2i

＝
Ｆ

ｓ6i

(Ａ
ｒ2i

Ａ
ｕi
 ･･･････････････････････････････････････ （5.4.1.1.11） 

 

鉛直方向の地震荷重によりＵ―バンド及びリブ1本当たりの断面１に作用するせん断

力は，次式により求める。 

Ｆ
ｓ7i

＝
ｍ

ｓi
・g

2・Ｎ
ｕ

・（１＋Ｃ
Ｖ
）
 ･･････････････････････････････ （5.4.1.1.12） 

Ａｕｉ 

Ａｒ１ｉ 

Ａｒ２ｉ 

Ｕ-バンド 

リブ 
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上記のせん断力により生じるＵ―バンド及びリブの断面１の鉛直方向のせん断応力

は，次式により求める。 

τ
ｓ3i

＝
Ｆ

ｓ7i

(Ａ
ｒ１i

Ａ
ｕi
 ･･････････････････････････････････････ （5.4.1.1.13） 

以上より，Ｕ―バンド及びリブのせん断応力のうち最大値τｓｉは，次式により求め

る。 

τ
ｓi

＝max｛断面１の応力(τ
ｓ1i

+τ
ｓ3i

)，断面２の応力(τ
ｓ2i

)｝･･････････････ 

                             ･･･････････････ （5.4.1.1.14） 

 

(3) 組合せ応力 

(1)，(2)によって求めたＵ―バンド及びリブの断面１に発生する応力は，①水平Ｘ軸

方向の地震荷重による曲げ応力，②鉛直方向の地震荷重による曲げ応力，③水平Ｘ軸方

向の地震荷重によるせん断応力，④鉛直方向の地震荷重によるせん断応力を組合わせる。 

 

σ
ｓｂi

＝ σ
ｓ1i

σ
ｓ3i

２＋３・ τ
ｓ1i

τ
	ｓ3i

２ ･･･････････ （5.4.1.1.15） 

 

また，Ｕ―バンド及びリブの断面２に発生する応力は，①水平Ｚ軸方向の地震荷重に

よる曲げ応力，②水平Ｚ軸方向の地震荷重によるせん断応力を組合わせる。 

 

σ
ｓｃi

＝ σ
ｓ2i

2
＋３・τ

ｓ2i

2

 ･････････････････････････････ （5.4.1.1.16） 

 

以上より，Ｕ―バンド及びリブの組合せ応力のうち最大値σｂ１ｉは，次式により求

める。 

σ
ｂ1i

＝max｛断面１の応力(σ
ｓｂi

)，断面２の応力(σ
ｓｃi

)｝ ････････････････ 

･･･････････････ （5.4.1.1.17） 
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5.4.1.2 ボルトの計算方法 

ボルトの応力は地震荷重によって生じる引張応力とせん断応力について計算する。 

 

(1) 引張応力 

ボルトに対する引張応力の条件として，図5－1で示す水平Ｘ軸方向及び水平Ｚ軸方 

向，鉛直方向の地震により，アキュムレータ1台分の荷重が上下2本のＵ－バンドのボル

トに作用するものとして計算する。 

アキュムレータの支柱に対する集中荷重状態を図 4－1に示す。 

 

水平Ｘ軸方向の地震荷重によりボルト1本に作用する引張力は，次式により求める。 

Ｆ
ｂ1i

＝
Ｆ1i Ｆ2i ／2・Ｃ

Ｈ
・ℓ

1i

Ｎ
ｕ
・ｎ1・ℓ

Ａi
 ･･････････････････････････････ （5.4.1.2.1） 

 

上記の引張力によりボルトに作用する水平Ｘ軸方向の引張応力は，次式により求 

める。 

σ
ｓ4i

＝
Ｆ

ｂ1i

Ａ
ｂ
 ････････････････････････････････････････････ （5.4.1.2.2） 

 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａ
ｂ
＝

π

４
・ｄ

２

 ･･････････････････････････････････････････ （5.4.1.2.3） 

 

水平Ｚ軸方向の地震荷重によりボルト1本に作用する引張力は，次式により求める。 

Ｆ
ｂ3i

＝
Ｆ1i+Ｆ2i ／2・Ｃ

Ｈ

Ｎ
ｕ
・Ｎ

ｂ
 ･･････････････････････････････････ （5.4.1.2.4） 

 

上記の引張力によりボルトに作用する水平Ｚ軸方向の引張応力は，次式により求 

める。 

σ
ｓ5i

＝
Ｆ

ｂ3i

Ａ
ｂ
 ････････････････････････････････････････････ （5.4.1.2.5） 

 

鉛直方向の地震荷重によりボルト1本に作用する引張力は，次式により求める。 

Ｆ
ｂ2i

＝
Ｆ1i Ｆ2i ／2

Ｎ
ｕ
・ｎ2

・ 1 Ｃ
Ｖ

・
ℓ
1i

ℓ
Ｂi
 ･･･････････････････････ （5.4.1.2.6） 

 

上記の引張力によりボルトに作用する鉛直方向の引張応力は，次式により求める。 

σ
ｓ6i

＝
Ｆ

ｂ2i

Ａ
ｂ
 ････････････････････････････････････････････ （5.4.1.2.7） 

 

水平Ｘ軸方向と鉛直方向の地震荷重によるボルトに作用する合成引張応力は， 
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次式により求める。 

σ
ｓｄi

＝σ
ｓ4i

+σ
ｓ6i ･････････････････････････････････････ （5.4.1.2.8） 

 

水平Ｚ軸方向と鉛直方向の地震荷重によるボルトに作用する合成引張応力は， 

次式により求める。 

σ
ｓｅi

＝σ
ｓ5i

+σ
ｓ6i ･････････････････････････････････････ （5.4.1.2.9） 

 

以上より，水平方向と鉛直方向の地震荷重によるボルトに作用する最大の合成 

引張応力σｂｉは，次式により求める。 

σ
ｂi

＝max｛水平Ｘ軸方向及び鉛直方向地震時応力(σ
ｓｄi

)， 

水平Ｚ軸方向及び鉛直方向地震時応力(σ
ｓｅi

)｝ ･････ （5.4.1.2.10） 

 

(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断応力の条件として，図5－1で示す水平Ｘ軸方向及び鉛直方向 

の地震により，アキュムレータ1台分の荷重が上下2本のＵ－バンドのボルトに作用す

るものとして計算する。 

アキュムレータの支柱に対する集中荷重状態を図 4－1に示す。 

 

水平Ｘ軸方向の地震荷重によりボルト1本に作用するせん断力は，次式により求める。 

Ｆ
ｓ2i

＝
Ｆ1i Ｆ2i ／2・Ｃ

Ｈ

Ｎ
ｕ
・ｎ

1
 ･･････････････････････････････････ （5.4.1.2.11） 

 

上記のせん断力により水平Ｘ軸方向のボルトに作用するせん断応力は，次式に 

より求める。 

τ
ｓ4i

＝
Ｆ

ｓ2i

Ａ
ｂ
 ････････････････････････････････････････････ （5.4.1.2.12） 

 

鉛直方向の地震荷重によりボルト１本に作用するせん断力 

は，次式により求める。 

Ｆ
ｓ3i

＝
Ｆ1i Ｆ2i ／2・ 1 Ｃ

Ｖ

Ｎ
ｕ
・Ｎ

ｂ
 ･･･････････････････････････････ （5.4.1.2.13） 

 

上記のせん断力により鉛直方向のボルトに作用するせん断応力は，次式により 

求める。 

τ
ｓ5i

＝
Ｆ

ｓ3i

Ａ
ｂ
 ････････････････････････････････････････････ （5.4.1.2.14） 
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水平方向と鉛直方向の地震荷重によるボルト１本に作用する合成せん断力は，次式 

により求める。 

Ｆ
ｓ1i

＝Ｆ
ｓ2i

+Ｆ
ｓ3i ･････････････････････････････････････ （5.4.1.2.15） 

 

以上より，水平方向と鉛直方向の地震荷重によるボルトに作用するせん断応力 

τｂｉは，次式により求める。 

τ
ｂi

＝
Ｆ

ｓ1i

Ａ
ｂ
 ･････････････････････････････････････････････ （5.4.1.2.16） 
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5.4.1.3 支柱の計算方法 

アキュムレータは支柱により支持されており，評価点はモーメントが最大となる固 

定端部とする。 

支柱の質量は全長にわたり等分布荷重として計算する。また，アキュムレータ及び 

付属品の質量は,２個所に集中荷重が作用するものとして計算する。 

支柱に対する荷重状態を図 4－2に示す。 

 

(1) 曲げ応力 

水平方向の地震荷重により支柱に作用する等分布荷重による曲げモーメントは，次 

式により求める。 

Ｍ
1i
＝

ｗi・g・ｈi
2

2
・Ｃ

Ｈ ･･･････････････････････････････････ （5.4.1.3.1） 

 

水平方向の地震荷重により固定端から長さ（ℓａｉ+ℓｂｉ）離れた場所に作用する集中 

荷重による曲げモーメントは，次式により求める。 

Ｍ
2i
＝Ｆ

1i
・（ℓ

ａi
＋ℓ

ｂi
）・Ｃ

Ｈ ･････････････････････････････ （5.4.1.3.2） 

 

水平方向の地震荷重により固定端から長さℓａｉ離れた場所に作用する集中荷重によ 

る曲げモーメントは，次式により求める。 

Ｍ
3i
＝Ｆ

2i
・ℓ

ａi
・Ｃ

Ｈ ････････････････････････････････････ （5.4.1.3.3） 

 

したがって，支柱の固定端部に作用する曲げモーメントは，次式により求める。 

Ｍ
4i
＝Ｍ

1i
＋Ｍ

2i
＋Ｍ

3i ････････････････････････････････････ （5.4.1.3.4） 

 

支柱の固定端部に作用する水平Ｘ軸方向の曲げ応力は，次式により求める。 

σ
ｓ7i

＝
Ｍ4i

Ｚ
ｓｘi

 ････････････････････････････････････････････ （5.4.1.3.5） 

 

支柱の固定端部に作用する水平Ｚ軸方向の曲げ応力は，次式により求める。 

σ
ｓ8i

＝
Ｍ4i

Ｚ
ｓｚi

 ････････････････････････････････････････････ （5.4.1.3.6） 

 

支柱の固定端部に作用する最大水平曲げ応力は，次式により求める。 

σ
ｓｆi

＝max｛水平Ｘ軸方向曲げ応力(σ
ｓ7i

)，水平Ｚ軸方向曲げ応力(σ
ｓ8i

)｝  

･･･････････････ （5.4.1.3.7） 
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(2) せん断応力 

水平方向の地震荷重により固定端部において支柱に作用するせん断力は，次式によ 

り求める。 

Ｆ
ｓ4i

＝（Ｆ
1i
＋Ｆ

2i
+ｗ

i
・g・ｈ

i
）・Ｃ

Ｈ ････････････････････ （5.4.1.3.8） 

 

支柱の固定端部に作用するせん断応力は，次式により求める。 

τ
ｓ6i

＝
Ｆ

ｓ4i

Ａ
ｈi
 ････････････････････････････････････････････ （5.4.1.3.9） 

 

 

(3) 組合せ応力 

支柱の組合せ応力は，次式により求める。 

σ
ｂ2i

＝ σ
ｓｆi

2
＋３・τ

ｓ6i

2

 ･････････････････････････････ （5.4.1.3.10） 
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5.5 計算条件 

5.5.1 Ｕ―バンド及びリブの応力計算条件 

Ｕ―バンド及びリブの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【主蒸気逃がし安全弁 

逃がし弁機能用アキュムレータの耐震性についての計算結果】及び【主蒸気逃がし安全弁

自動減圧機能用アキュムレータの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に

示す。 

 

5.5.2 ボルトの応力計算条件 

ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【主蒸気逃がし安全弁逃がし弁機能 

用アキュムレータの耐震性についての計算結果】及び【主蒸気逃がし安全弁自動減圧機能

用アキュムレータの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

5.5.3 支柱の応力計算条件 

支柱の応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【主蒸気逃がし安全弁逃がし弁機能用 

アキュムレータの耐震性についての計算結果】及び【主蒸気逃がし安全弁自動減圧機能用

アキュムレータの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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5.6 応力の評価 

5.6.1 Ｕ―バンド及びリブの応力評価 

5.4.1.1 項で求めたＵ―バンド及びリブの曲げ応力σｓａｉ，せん断応力τｓｉがそれぞ 

れの許容曲げ応力 ƒｂ１ｉ，許容せん断応力 ƒｓ１ｉ以下であること。 

さらに，各断面の最大組合せ応力σｂ１ｉが許容組合せ応力 ƒｔ１ｉ以下であること。 

ただし，ƒｂ１ｉ，ƒｓ１ｉ，ƒｔ１ｉは下表による。 

 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基 準 地 震 動 Ｓ ｓ  

に よ る 荷 重 と の  

組 合 せ の 場 合  

許 容 曲 げ 応 力  

ƒｂ１ｉ 
   ・1.5 

1.5

Ｆ  ・1.5 
1.5

Ｆ  

許 容 せ ん 断 応 力  

ƒｓ１ｉ 
  ・1.5 

 3  1.5・

Ｆ
 ・1.5 

 3  1.5・

Ｆ
 

許 容 組 合 せ 応 力  

ƒｔ１ｉ 
   ・1.5 

1.5

Ｆ  ・1.5 
1.5

Ｆ  

 

5.6.2 ボルトの応力評価 

5.4.1.2 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓｉ以下 

であること。ただし，ƒｔｏｉ は下表による。 

 

ƒｔｓｉ＝ Min[1.4・ƒｔｏｉ－ 1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]  ·············  （5.6.2.1） 

 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂｉ以下であるこ 

と。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基 準 地 震 動 Ｓ ｓ  

に よ る 荷 重 と の  

組 合 せ の 場 合  

許 容 引 張 応 力  

ƒｔｏｉ 
・1.5 

2

Ｆ  
 ・1.5 

2

Ｆ  
 

許 容 せ ん 断 応 力  

ƒｓｂｉ 
・1.5 

 3  1.5・

Ｆ
 ・1.5 

 3  1.5・

Ｆ
 

 

＊
＊

＊
＊

＊
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5.6.3 支柱の応力評価 

5.4.1.3 項で求めた支柱の固定端部の曲げ応力σｓｆｉ，せん断応力τｓ６ｉがそれぞれの 

許容曲げ応力 ƒｂ２ｉ，許容せん断応力 ƒｓ２ｉ以下であること。 

さらに，支柱の組合せ応力σｂ２ｉが許容組合せ応力 ƒｔ２ｉ以下であること。 

ただし，ƒｂ２ｉ，ƒｓ２ｉ，ƒｔ２ｉは下表による。 

 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基 準 地 震 動 Ｓ ｓ  

に よ る 荷 重 と の  

組 合 せ の 場 合  

許 容 曲 げ 応 力  

ƒｂ２ｉ 
   ・1.5 

1.5

Ｆ  ・1.5 
1.5

Ｆ  

許 容 せ ん 断 応 力  

ƒｓ２ｉ 
  ・1.5 

 3  1.5・

Ｆ
 ・1.5 

 3  1.5・

Ｆ
 

許 容 組 合 せ 応 力  

ƒｔ２ｉ 
   ・1.5 

1.5

Ｆ  ・1.5 
1.5

Ｆ  

 

  

＊
＊

＊
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

6.1.1 主蒸気逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

主蒸気逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの設計基準対象施設としての耐震評 

価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構

造強度を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.1.2 主蒸気逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータ 

主蒸気逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの設計基準対象施設としての耐震評 

価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構

造強度を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

6.2.1 主蒸気逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

主蒸気逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの重大事故等時の状態を考慮した場 

合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対し

て十分な構造強度を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.2.2 主蒸気逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータ 

主蒸気逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの重大事故等時の状態を考慮した場 

合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対し

て十分な構造強度を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【主蒸気逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 

耐震 

重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高 

使用 

圧力 

(MPa) 

最高 

使用 

温度 

(℃) 

周囲 

環境 

温度 

(℃) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気逃がし安全弁 

逃がし弁機能用 

アキュムレータ 

Ｓ 
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注記＊：基準床レベルを示す 

1.2 機器要目 

ｍ１ 

（kg） 

ｍｓ１ 

（kg） 

ｗ１ 

（kg/mm） 

ｈ１ 

（mm） 

ℓａ１ 

（mm） 

ℓｂ１ 

（mm） 

ℓｃ１ 

（mm） 

Ｅ 

（MPa） 

Ｉ１ 

（mm4） 

Ｚｓｘ１ 

（mm3） 

Ｚｓｚ１ 

（mm3） 

Ｚｕｘ１ 

（mm3） 

Ｚｕｚ１ 

（mm3） 

Ｚｕｖ１ 

（mm3） 

  0.0499 800 400 270 130 
1.93 

×105 

1.600 

×107 

4.720 

×105 

1.600 

×105 

1.149 

×104 

9.241 

×103 

1.003 

×104 

 

Ａｂ 

（mm2） 

Ａｈ１ 

（mm2） 

Ａｒ１１ 

（mm2） 

Ａｒ２１ 

（mm2） 

Ａｕ１ 

（mm2） 

ｄ 

（mm） 

Ｆ１１ 

（N） 

Ｆ２１ 

（N） 

ℓＡ１ 

（mm） 

ℓＢ１ 

（mm） 

ℓ１１ 

（mm） 

ℓ２１ 

（mm） 

Ｎｂ 

（―） 

Ｎｕ 

（―） 

ｎ１ 

（―） 

ｎ２ 

（―） 

78.54 
6.353 

×103 
474 420 600 

10 

（Ｍ10） 
784.5 784.5 336.3 60 70 60 4 2 2 2 

 

部材 
Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 
Ｓｙ（ＲＴ） 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｕ―バンド及びリブ 413＊ 150＊ 205 203 203 

ボルト 759＊ 
641＊ 

(径≦63mm) 
― 531 531 

支柱（Ｈ形鋼） 373＊ 
201＊ 

（厚さ≦16mm） 
― 201 241 

注記＊：周囲環境温度で算出。 

 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 Ｕ―バンド及びリブに生じる応力                                                                                           （単位：MPa) 

 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

断面１ 断面２ 断面１ 断面２ 

水平Ｘ軸方向地震 
曲げ σｓ１１＝2 ― σｓ１１＝3 ― 

せん断 τｓ１１＝1 ― τｓ１１＝1 ― 

水平Ｚ軸方向地震 
曲げ ― σｓ２１＝1 ― σｓ２１＝2 

せん断 ― τｓ２１＝1 ― τｓ２１＝1 

鉛直方向地震 
曲げ σｓ３１＝2 ― σｓ３１＝3 ― 

せん断 τｓ３１＝1 ― τｓ３１＝1 ― 

応力の最大値 
曲げ σｓａ１＝3 σｓａ１＝5 

せん断 τｓ１＝1 τｓ１＝1 

組合せ応力 組合せ σｓｂ１＝3 σｓｃ１＝1 σｓｂ１＝5 σｓｃ１＝2 

組合せ応力の最大値 組合せ σｂ１１＝3 σｂ１１＝5 
 

 

1.3.2 ボルトに生じる応力                                                                                       （単位：MPa) 

 応力 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平Ｘ軸方向地震 
引張り σｓ４１＝1 σｓ４１＝1 

せん断 τｓ４１＝2 τｓ４１＝4 

水平Ｚ軸方向地震 引張り σｓ５１＝1 σｓ５１＝2 

鉛直方向地震 
引張り σｓ６１＝5 σｓ６１＝6 

せん断 τｓ５１＝2 τｓ５１＝3 

水平Ｘ軸方向と鉛直方向

の合成 

引張り σｓｄ１＝5 σｓｄ１＝7 

せん断 τｂ１＝4 τｂ１＝7 

水平Ｚ軸方向と鉛直方向

の合成 

引張り σｓｅ１＝6 σｓｅ１＝8 

応力の最大値 引張り σｂ１＝6 σｂ１＝8 
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1.3.3 支柱に生じる応力                                                                                        （単位：MPa) 

 応力 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平Ｘ軸方向地震 曲げ σｓ７１＝2 σｓ７１＝3 

水平Ｚ軸方向地震 曲げ σｓ８１＝5 σｓ８１＝9 

水平方向地震 せん断 τｓ６１＝1 τｓ６１＝1 

応力の最大値 
曲げ σｓｆ１＝5 σｓｆ１＝9 

組合せ σｂ２１＝5 σｂ２１＝9 
 

 

1.4 結論 

1.4.1 固有周期   (単位：s) 

方向 固有周期 

水 平 方 向   

鉛 直 方 向   
 

1.4.2 応力                                                                                                                    (単位：MPa) 

 

すべて許容応力以下である。                          注記＊：ƒｔｓ１ ＝Min[1.4・ƒｔｏ１－1.6・τｂ１， ƒｔｏ１] 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

Ｕ―バンド及びリブ SUS304 

曲げ σｓａ１＝3 ƒｂ１１＝203 σｓａ１＝5 ƒｂ１１＝203 

せん断 τｓ１＝1 ƒｓｂ１＝117 τｓ１＝1 ƒｓｂ１＝117 

組合せ σｂ１１＝3 ƒｔ１１＝203 σｂ１１＝5 ƒｔ１１＝203 

ボルト SNB7 
（径≦63mm） 

引張り σｂ１＝6 ƒｔｓ１＝398＊ σｂ１＝8 ƒｔｓ１＝398＊ 

せん断 τｂ１＝4 ƒｓｂ１＝306 τｂ１＝7 ƒｓｂ１＝306 

支柱（Ｈ形鋼） SS400 
（厚さ≦16mm） 

曲げ σｓｆ１＝5 ƒｂ２１＝201 σｓｆ１＝9 ƒｂ２１＝241 

せん断 τｓ６１＝1 ƒｓ２１＝116 τｓ６１＝1 ƒｓ２１＝139 

組合せ σｂ２１＝5 ƒｔ２１＝201 σｂ２１＝9 ƒｔ２１＝241 
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【主蒸気逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの耐震性についての計算結果】 

2. 設計基準対象施設 

2.1 設計条件 

機器名称 

耐震 

重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高 

使用 

圧力 

(MPa) 

最高 

使用 

温度 

(℃) 

周囲 

環境 

温度 

(℃) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気逃がし安全弁 

自動減圧機能用 

アキュムレータ 

Ｓ 
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注記＊：基準床レベルを示す 

2.2 機器要目 

ｍ２ 

（kg） 

ｍｓ２ 

（kg） 

ｗ２ 

（kg/mm） 

ｈ２ 

（mm） 

ℓａ２ 

（mm） 

ℓｂ２ 

（mm） 

ℓｃ２ 

（mm） 

Ｅ 

（MPa） 

Ｉ２ 

（mm4） 

Ｚｓｘ２ 

（mm3） 

Ｚｓｚ２ 

（mm3） 

Ｚｕｘ２ 

（mm3） 

Ｚｕｚ２ 

（mm3） 

Ｚｕｖ２ 

（mm3） 

  0.112 1500 550 820 130 
1.93 

×105 

1.270 

×108 

1.016 

×106 

1.016 

×106 

1.149 

×104 

8.339 

×104 

1.003 

×104 

 

Ａｂ 

（mm2） 

Ａｈ２ 

（mm2） 

Ａｒ１２ 

（mm2） 

Ａｒ２２ 

（mm2） 

Ａｕ２ 

（mm2） 

ｄ 

（mm） 

Ｆ１２ 

（N） 

Ｆ２２ 

（N） 

ℓＡ２ 

（mm） 

ℓＢ２ 

（mm） 

ℓ１２ 

（mm） 

ℓ２２ 

（mm） 

Ｎｂ 

（―） 

Ｎｕ 

（―） 

ｎ１ 

（―） 

ｎ２ 

（―） 

78.54 
1.432 

×104 
474 

1.458 

×103 
600 

10 

（Ｍ10） 
3972 3972 600 60 243 63 4 2 2 2 

 

部材 
Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 
Ｓｙ（ＲＴ） 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｕ―バンド及びリブ 413＊ 150＊ 205 203 203 

ボルト 759＊ 
641＊ 

(径≦63mm) 
― 531 531 

支柱（角形鋼） 373＊ 176＊ ― 176 211 

注記＊：周囲環境温度で算出。 

 

＊
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2.3 計算数値 

2.3.1 Ｕ―バンド及びリブに生じる応力                                                                                           （単位：MPa) 

 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

断面１ 断面２ 断面１ 断面２ 

水平Ｘ軸方向地震 
曲げ σｓ１２＝28 ― σｓ１２＝54 ― 

せん断 τｓ１２＝2 ― τｓ１２＝3 ― 

水平Ｚ軸方向地震 
曲げ ― σｓ２２＝1 ― σｓ２２＝1 

せん断 ― τｓ２２＝1 ― τｓ２２＝1 

鉛直方向地震 
曲げ σｓ３２＝32 ― σｓ３２＝44 ― 

せん断 τｓ３２＝2 ― τｓ３２＝2 ― 

応力の最大値 
曲げ σｓａ２＝60 σｓａ２＝97 

せん断 τｓ２＝3 τｓ２＝4 

組合せ応力 組合せ σｓｂ２＝60 σｓｃ２＝1 σｓｂ２＝97 σｓｃ２＝2 

組合せ応力の最大値 組合せ σｂ１２＝60 σｂ１２＝97 
 

 

2.3.2 ボルトに生じる応力                                                                                       （単位：MPa) 

 応力 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平Ｘ軸方向地震 
引張り σｓ４２＝4 σｓ４２＝8 

せん断 τｓ４２＝10 τｓ４２＝19 

水平Ｚ軸方向地震 引張り σｓ５２＝5 σｓ５２＝10 

鉛直方向地震 
引張り σｓ６２＝78 σｓ６２＝105 

せん断 τｓ５２＝10 τｓ５２＝13 

水平Ｘ軸方向と鉛直方向

の合成 

引張り σｓｄ２＝82 σｓｄ２＝113 

せん断 τｂ２＝19 τｂ２＝32 

水平Ｚ軸方向と鉛直方向

の合成 

引張り σｓｅ２＝83 σｓｅ２＝115 

応力の最大値 引張り σｂ２＝83 σｂ２＝115 
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2.3.3 支柱に生じる応力                                                                                        （単位：MPa) 

 応力 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平Ｘ軸方向地震 曲げ σｓ７２＝7 σｓ７２＝13 

水平Ｚ軸方向地震 曲げ σｓ８２＝7 σｓ８２＝13 

水平方向地震 せん断 τｓ６２＝1 τｓ６２＝1 

応力の最大値 
曲げ σｓｆ２＝7 σｓｆ２＝13 

組合せ σｂ２２＝7 σｂ２２＝13 
 

 

2.4 結論 

2.4.1 固有周期   (単位：s) 

方向 固有周期 

水 平 方 向   

鉛 直 方 向   
 

2.4.2 応力                                                                                                                    (単位：MPa) 

 

すべて許容応力以下である。                          注記＊：ƒｔｓ２ ＝Min[1.4・ƒｔｏ２－1.6・τｂ２， ƒｔｏ２] 

  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

Ｕ―バンド及びリブ SUS304 

曲げ σｓａ２＝60 ƒｂ１２＝203 σｓａ２＝97 ƒｂ１２＝203 

せん断 τｓ２＝3 ƒｓｂ２＝117 τｓ２＝4 ƒｓｂ２＝117 

組合せ σｂ１２＝60 ƒｔ１２＝203 σｂ１２＝97 ƒｔ１２＝203 

ボルト SNB7 
（径≦63mm） 

引張り σｂ２＝83 ƒｔｓ２＝398＊ σｂ２＝115 ƒｔｓ２＝398＊ 

せん断 τｂ２＝19 ƒｓｂ２＝306 τｂ２＝32 ƒｓｂ２＝306 

支柱（角形鋼） STKR400 

曲げ σｓｆ２＝7 ƒｂ２２＝176 σｓｆ２＝13 ƒｂ２２＝211 

せん断 τｓ６２＝1 ƒｓ２２＝101 τｓ６２＝1 ƒｓ２２＝122 

組合せ σｂ２２＝7 ƒｔ２２＝176 σｂ２２＝13 ƒｔ２２＝211 
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【主蒸気逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの耐震性についての計算結果】 

3. 重大事故等対処設備 

3.1 設計条件 

機器名称 

耐震 

重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高 

使用 

圧力 

(MPa) 

最高 

使用 

温度 

(℃) 

周囲 

環境 

温度 

(℃) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気逃がし安全弁 

逃がし弁機能用 

アキュムレータ 

常設耐震／

防止 

常設／緩和 

 

 

 

  ― ― 
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注記＊：基準床レベルを示す 

3.2 機器要目 

ｍ１ 

（kg） 

ｍｓ１ 

（kg） 

ｗ１ 

（kg/mm） 

ｈ１ 

（mm） 

ℓａ１ 

（mm） 

ℓｂ１ 

（mm） 

ℓｃ１ 

（mm） 

Ｅ 

（MPa） 

Ｉ１ 

（mm4） 

Ｚｓｘ１ 

（mm3） 

Ｚｓｚ１ 

（mm3） 

Ｚｕｘ１ 

（mm3） 

Ｚｕｚ１ 

（mm3） 

Ｚｕｖ１ 

（mm3） 

  0.0499 800 400 270 130 
1.93 

×105 

1.600 

×107 

4.720 

×105 

1.600 

×105 

1.149 

×104 

9.241 

×103 

1.003 

×104 

 

Ａｂ 

（mm2） 

Ａｈ１ 

（mm2） 

Ａｒ１１ 

（mm2） 

Ａｒ２１ 

（mm2） 

Ａｕ１ 

（mm2） 

ｄ 

（mm） 

Ｆ１１ 

（N） 

Ｆ２１ 

（N） 

ℓＡ１ 

（mm） 

ℓＢ１ 

（mm） 

ℓ１１ 

（mm） 

ℓ２１ 

（mm） 

Ｎｂ 

（―） 

Ｎｕ 

（―） 

ｎ１ 

（―） 

ｎ２ 

（―） 

78.54 
6.353 

×103 
474 420 600 

10 

（Ｍ10） 
784.5 784.5 336.3 60 70 60 4 2 2 2 

 

部材 
Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 
Ｓｙ（ＲＴ） 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｕ―バンド及びリブ 413＊ 150＊ 205 ― 203 

ボルト 759＊ 
641＊ 

(径≦63mm) 
― ― 531 

支柱（Ｈ形鋼） 373＊ 
201＊ 

（厚さ≦16mm） 
― ― 241 

注記＊：周囲環境温度で算出。 

 

＊
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3.3 計算数値 

3.3.1 Ｕ―バンド及びリブに生じる応力                                                                                           （単位：MPa) 

 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

断面１ 断面２ 断面１ 断面２ 

水平Ｘ軸方向地震 
曲げ ― ― σｓ１１＝3 ― 

せん断 ― ― τｓ１１＝1 ― 

水平Ｚ軸方向地震 
曲げ ― ― ― σｓ２１＝2 

せん断 ― ― ― τｓ２１＝1 

鉛直方向地震 
曲げ ― ― σｓ３１＝3 ― 

せん断 ― ― τｓ３１＝1 ― 

応力の最大値 
曲げ ― σｓａ１＝5 

せん断 ― τｓ１＝1 

組合せ応力 組合せ ― ― σｓｂ１＝5 σｓｃ１＝2 

組合せ応力の最大値 組合せ ― σｂ１１＝5 
 

 

3.3.2 ボルトに生じる応力                                                                                       （単位：MPa) 

 応力 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平Ｘ軸方向地震 
引張り ― σｓ４１＝1 

せん断 ― τｓ４１＝4 

水平Ｚ軸方向地震 引張り ― σｓ５１＝2 

鉛直方向地震 
引張り ― σｓ６１＝6 

せん断 ― τｓ５１＝3 

水平Ｘ軸方向と鉛直方向

の合成 

引張り ― σｓｄ１＝7 

せん断 ― τｂ１＝7 

水平Ｚ軸方向と鉛直方向

の合成 

引張り ― σｓｅ１＝8 

応力の最大値 引張り ― σｂ１＝8 

 

 



  

 

K6 ① Ⅵ-2-5-2-1-1 R0 

4
3 

3.3.3 支柱に生じる応力                                                                                        （単位：MPa) 

 応力 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平Ｘ軸方向地震 曲げ ― σｓ７１＝3 

水平Ｚ軸方向地震 曲げ ― σｓ８１＝9 

水平方向地震 せん断 ― τｓ６１＝1 

応力の最大値 
曲げ ― σｓｆ１＝9 

組合せ ― σｂ２１＝9 
 

 

3.4 結論 

3.4.1 固有周期   (単位：s) 

方向 固有周期 

水 平 方 向   

鉛 直 方 向   
 

3.4.2 応力                                                                                                                    (単位：MPa) 

 

すべて許容応力以下である。                           注記＊：ƒｔｓ１ ＝Min[1.4・ƒｔｏ１－1.6・τｂ１， ƒｔｏ１] 

  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

Ｕ―バンド及びリブ SUS304 

曲げ ― ― σｓａ１＝5 ƒｂ１１＝203 

せん断 ― ― τｓ１＝1 ƒｓｂ１＝117 

組合せ ― ― σｂ１１＝5 ƒｔ１１＝203 

ボルト SNB7 
（径≦63mm） 

引張り ― ― σｂ１＝8 ƒｔｓ１＝398＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝7 ƒｓｂ１＝306 

支柱（Ｈ形鋼） SS400 
（厚さ≦16mm） 

曲げ ― ― σｓｆ１＝9 ƒｂ２１＝241 

せん断 ― ― τｓ６１＝1 ƒｓ２１＝139 

組合せ ― ― σｂ２１＝9 ƒｔ２１＝241 
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【主蒸気逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの耐震性についての計算結果】 

4. 重大事故等対処設備 

4.1 設計条件 

機器名称 

耐震 

重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高 

使用 

圧力 

(MPa) 

最高 

使用 

温度 

(℃) 

周囲 

環境 

温度 

(℃) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気逃がし安全弁 

自動減圧機能用 

アキュムレータ 

常設耐震／

防止 

常設／緩和 

 

 

 

  ― ― 
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注記＊：基準床レベルを示す。 

4.2 機器要目 

ｍ２ 

（kg） 

ｍｓ２ 

（kg） 

ｗ２ 

（kg/mm） 

ｈ２ 

（mm） 

ℓａ２ 

（mm） 

ℓｂ２ 

（mm） 

ℓｃ２ 

（mm） 

Ｅ 

（MPa） 

Ｉ２ 

（mm4） 

Ｚｓｘ２ 

（mm3） 

Ｚｓｚ２ 

（mm3） 

Ｚｕｘ２ 

（mm3） 

Ｚｕｚ２ 

（mm3） 

Ｚｕｖ２ 

（mm3） 

  0.112 1500 550 820 130 
1.93 

×105 

1.270 

×108 

1.016 

×106 

1.016 

×106 

1.149 

×104 

8.339 

×104 

1.003 

×104 

 

Ａｂ 

（mm2） 

Ａｈ２ 

（mm2） 

Ａｒ１２ 

（mm2） 

Ａｒ２２ 

（mm2） 

Ａｕ２ 

（mm2） 

ｄ 

（mm） 

Ｆ１２ 

（N） 

Ｆ２２ 

（N） 

ℓＡ２ 

（mm） 

ℓＢ２ 

（mm） 

ℓ１２ 

（mm） 

ℓ２２ 

（mm） 

Ｎｂ 

（―） 

Ｎｕ 

（―） 

ｎ１ 

（―） 

ｎ２ 

（―） 

78.54 
1.432 

×104 
474 

1.458 

×103 
600 

10 

（Ｍ10） 
3972 3972 600 60 243 63 4 2 2 2 

 

部材 
Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 
Ｓｙ（ＲＴ） 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｕ―バンド及びリブ 413＊ 150＊ 205 ― 203 

ボルト 759＊ 
641＊ 

(径≦63mm) 
― ― 531 

支柱（角形鋼） 373＊ 176＊ ― ― 211 

注記＊：周囲環境温度で算出。 

 

＊
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4.3 計算数値 

4.3.1 Ｕ―バンド及びリブに生じる応力                                                                                           （単位：MPa) 

 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

断面１ 断面２ 断面１ 断面２ 

水平Ｘ軸方向地震 
曲げ ― ― σｓ１２＝54 ― 

せん断 ― ― τｓ１２＝3 ― 

水平Ｚ軸方向地震 
曲げ ― ― ― σｓ２２＝1 

せん断 ― ― ― τｓ２２＝1 

鉛直方向地震 
曲げ ― ― σｓ３２＝44 ― 

せん断 ― ― τｓ３２＝2 ― 

応力の最大値 
曲げ ― σｓａ２＝97 

せん断 ― τｓ２＝4 

組合せ応力 組合せ ― ― σｓｂ２＝97 σｓｃ２＝2 

組合せ応力の最大値 組合せ ― σｂ１２＝97 
 

 

4.3.2 ボルトに生じる応力                                                                                       （単位：MPa) 

 応力 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平Ｘ軸方向地震 
引張り ― σｓ４２＝8 

せん断 ― τｓ４２＝19 

水平Ｚ軸方向地震 引張り ― σｓ５２＝10 

鉛直方向地震 
引張り ― σｓ６２＝105 

せん断 ― τｓ５２＝13 

水平Ｘ軸方向と鉛直方向

の合成 

引張り ― σｓｄ２＝113 

せん断 ― τｂ２＝32 

水平Ｚ軸方向と鉛直方向

の合成 

引張り ― σｓｅ２＝115 

応力の最大値 引張り ― σｂ２＝115 
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4.3.3 支柱に生じる応力                                                                                        （単位：MPa) 

 応力 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平Ｘ軸方向地震 曲げ ― σｓ７２＝13 

水平Ｚ軸方向地震 曲げ ― σｓ８２＝13 

水平方向地震 せん断 ― τｓ６２＝1 

応力の最大値 
曲げ ― σｓｆ２＝13 

組合せ ― σｂ２２＝13 
 

 

4.4 結論 

4.4.1 固有周期   (単位：s) 

方向 固有周期 

水 平 方 向   

鉛 直 方 向   
 

4.4.2 応力                                                                                                                    (単位：MPa) 

 

すべて許容応力以下である。                           注記＊：ƒｔｓ２ ＝Min[1.4・ƒｔｏ２－1.6・τｂ２， ƒｔｏ２] 

 

  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

Ｕ―バンド及びリブ SUS304 

曲げ ― ― σｓａ２＝97 ƒｂ１２＝203 

せん断 ― ― τｓ２＝4 ƒｓｂ２＝117 

組合せ ― ― σｂ１２＝97 ƒｔ１２＝203 

ボルト SNB7 
（径≦63mm） 

引張り ― ― σｂ２＝115 ƒｔｓ２＝398＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝32 ƒｓｂ２＝306 

支柱（角形鋼） STKR400 

曲げ ― ― σｓｆ２＝13 ƒｂ２２＝211 

せん断 ― ― τｓ６２＝1 ƒｓ２２＝122 

組合せ ― ― σｂ２２＝13 ƒｔ２２＝211 
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【主蒸気逃がし安全弁 

 自動減圧機能用アキュムレータ】 
【主蒸気逃がし安全弁 

 逃がし弁機能用アキュムレータ】 


